全体会計注記
１　重要な会計方針
原則的に統一的な基準による地方公会計マニュアルに則って作成にあたっています。
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
原則として取得原価により計上しています。土地については路線価を基準として評価しています。ただし、道路・農道及び水路の敷地については、土地の取得価格不明として１路線当たり備忘価額１円としています。また、物品は決算書に準じて、取得価額が30万円以上の場合に計上しています。
（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
　　　※平成２８年度末において、保有している有価証券はありません。
ア　市場価格のある有価証券等
財務書類作成基準日における時価により計上します。
イ　市場価格がない有価証券等
取得原価により計上します。ただし、実質価額が著しく低下したものについては、相当の減額を行った後の価額で計上します。
（３）有形固定資産等の減価償却の方法
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に基づき、定額法により算定しています。
残存簿価は１円として算定しています。なお、水道事業会計については、残存簿価は取得原価の
10％として算定しています。
（４）引当金の計上基準及び算定方法
ア　徴収不能引当金
長期延滞債権、未収金の徴収不能又は回収不能に備えるため、徴収不能見込額を計上しています。
イ　賞与等引当金
職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、財務諸表作成基準日において発生していると認められる金額を計上しています。
ウ　退職手当引当金
職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務諸表作成基準日において在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。
（５）リース取引の処理方法
ファイナンス・リース取引については統一的な基準による地方公会計マニュアルによって算定し
ています。
（６）連結資金収支計算書における資金の範囲
地方自治法第235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。
（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
ア　会計間の相殺消去
会計間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表示しています。
イ　消費税及び地方消費税の会計処理
税込方式によっています。ただし、水道事業会計は税抜方式によっています。
２　追加情報
（１）対象範囲（対象とする会計名）
一般会計、土地取得特別会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会
計、簡易水道事業特別会計、水道事業会計
※下水道事業特別会計については、現在公営企業法適用に向けて整備中であり、経過措置として対
象範囲から除いております。
（２）地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。水道事業会計を除き、当会計年度に係る出納整理期間（平成29年４月１日～５月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
（３）各項目の金額を表示単位未満（千円）で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。
